
１．は じ め に

近年の観客数の減少や視聴率の低下傾向は，娯楽産業の中心的な位置を占めてきた

日本のプロ野球産業のあり方を，問い直す要因となった2)。そして，日本プロ野球は

今年変革のときを迎えた。人気回復はいかにしてなされるのか3)。新規球団の参入，

リーグ間の交流戦の実現，アジアプロ野球チームとのチャンピオンシリーズへの動き

などが社会の関心を集めている4)。日本に先立って，アメリカでは１９９３年に長期にわ

1) 現在筆者はアジアにおけるプロスポーツ産業発展の比較分析を亜細亜大学経済学
部専任講師の申寅容氏と共同で進めている。山村（2005b）とともに，本稿はこの研
究の問題意識をわかりやすく紹介するためのものである。
韓国プロ野球の現況などは申氏から多くのご教示を受けた。本稿は2005年6月に申

氏と共同で執筆した未発表原稿に，大幅な加筆と修正を施している。諸事情のため，
単独で本稿を発表することになったが，これを快諾していただいた申氏に記して謝
意を表する。

2) 経済学者がアカデミックな分析対象として初めて取り上げた研究は Rottenberg
（1956）である。1916年に生まれ2004年に没した，このスポーツ経済学の先駆者の
業績を称えその研究の現代的な意義を紹介するために，2006年に Journal of Political
Economy 誌に追悼論文が掲載されている（Sanderson and Siegfried 2006）。

3) 本稿ではここ数年の間に観察された日韓のプロ野球人気低迷を前提としている。
このような状況に対する分析として，経済学ばかりでなく法学的なアプローチが可
能である（日本評論社2005）。
ただし，2006年3月のWBC（World Baseball Classic）での両国の活躍によって，プ

ロ野球への関心が高まっており，これが一時的な特需に終わるのか，それともプロ
野球人気の復活につながるのかは興味深いところである。

4) これまでに，アジアにおけるプロ野球産業の比較研究を行ったものとして，例え
ば Lee（2004）をあげておこう。
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たる選手によるストライキが決行され，その後のメジャーリーグ人気停滞の引き金に

なったといわれている。

このような日本やアメリカにおけるプロ野球の人気低下は，韓国のプロ野球におい

ても顕在化しており，人気回復のための方法が模索されている5)。図１は日本プロ野

球，韓国プロ野球，そしてメジャーリーグの一試合平均の入場者数の推移を示してい

る。明らかなのは，日本プロ野球やメジャーリーグが２万から３万人台の入場者数で

あるのに比べて，韓国ではほぼ一貫して１万人を割る入場者数に過ぎないということ

である6)。日本プロ野球，メジャーリーグと韓国プロ野球の間の平均入場者数の水準

の違いは国民所得や人口の違いのようなマクロ経済状況の違いにおうところも大きい

だろう7)。

各国の共通点としては，いずれのプロ野球リーグにおいても，近年入場者数の停滞

あるいは減少傾向がみられることである。とりわけ，韓国の入場者数減少が著しいこ

とがわかる。いずれの国においても観察されるプロ野球の人気のかげりは，果たして

偶然の一致なのだろうか。あるいは，共通の制度的問題があるのか。それとも，より

一般的な理論により導かれる産業のライフサイクルをあらわしているのだろうか。た

とえばそれは，産業の成熟化に伴って，いずれの国のプロ野球産業もある均衡状態へ

と収束していく過程を示しているものだろうか8)。

人気低下という共通の問題を抱えた，アメリカや韓国におけるプロ野球がたどって

きた過程を考察し，日本と比較することは両国におけるプロ野球の人気回復を考える

上でヒントとなるように思われる。筆者と申氏はこのような問題意識をもって，共同

で経済的・社会的な角度から日本と韓国のプロスポーツ産業の比較研究を行っている。

本稿では１９８０年に創設されてから現在までの韓国プロ野球発展を概観し，そこから観

察される現象に基づいて日本と韓国のプロ野球産業発展の方向性を模索したい。

5) 韓国プロ野球の入場者数についての分析としては，Lee（2005）がある。
6) 日本の場合入場者数の正確な実数が公表されるようになったのは2005年からであ
る。したがって，日本と他国の入場者数データを比較する場合には，このようなデー
タの精度の問題点も考慮する必要がある。

7) 1997年には東アジアを通貨危機が襲った。韓国でも甚大な影響があり，財閥系企
業の破綻，不良債権の累積がみられた。この時期において，韓国の年平均経済成長
率は，7.1％（96年），5.5％（97年），－5.5％（98年）となり，通貨危機が経済成長を
阻害する要因となったことがわかる（Asian Development Bank, 1999）。図1や図2から
は，通貨危機後に大幅な入場者数の減少が見られる。これは，通貨危機によって消
費者が娯楽やレジャーへの支出を手控えるようになった可能性を示唆している。
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つづく２節では韓国プロ野球の概観をえがき，３節では２００２年の日韓ワールドカッ

プ開催に合わせてサッカーの Kリーグの台頭とその影響を考える。そして最後に，

8) プロ野球の誕生年はそれぞれ，メジャーリーグが1901年，日本プロ野球が1936年，
韓国プロ野球が1982年である。歴史の長さに比例して産業が成熟し，その後停滞し
ていくとすれば，各リーグが停滞期に入る時期の違いはプロ野球の誕生時期の違い
によって説明がつく。図1は，この推論をサポートしている。
なお，戦力的な面でアメリカ，日本，韓国の順で実力差が存在するという見方が

多かったであろう。しかしながら，2006年3月に行われたWBCにおいて3国間だけの
戦績を比較するなら以下の表になる。

WBCの日本，韓国，アメリカ間の勝敗関係

アメリカ 日本 韓国 合計

アメリカ 1勝 1敗 1勝1敗

日 本 1敗 1勝2敗 1勝3敗

韓 国 1勝 2勝1敗 3勝1敗

（注）表の勝敗は縦軸のチームからみたもの。日韓戦は一次
予選の結果も含む。

韓国が合計で1勝3敗，アメリカの合計は1勝1敗，日本1勝3敗である。日本の1勝は
準決勝での韓国戦でのものだったため，結果的に優勝となった。しかし，勝率では
韓国が最も良い。各国におけるWBCへの準備の違い，試合場所，試合日程などが，
結果に影響しているであろう。仮にこの結果が直接3国間の実質的な実力関係を反映
したものではないとしても，少なくとも戦前予測されていたようなレベルの格差が
各国間にはなかったことは明らかであろう。
オリンピックの獲得メダル数（Bernard and Busse, 2004），サッカーの FIFAランキ
ング（Houston and Wilson, 2002）などでは，国民所得の上昇がスポーツ競技の水準上
昇に寄与していることが示されている。さらに技術格差の縮小は1995年に本格的な
アジア系メジャーリーガーとなった野茂英雄選手の登場から顕著になった印象があ
る。つまり，各国で独立閉鎖していたプロリーグの垣根が低くなったことが，野球
技術の格差の収束の契機となったのではなかろうか。具体的には，日本や韓国の野
球技術の向上の要因として先進的なメジャーリーグの技術を吸収したことがあげら
れよう。そこで，次の2つの仮説を立てておこう（これらの具体的な検証は，将来的
に行うことにする）。
�１ メジャーリーグから国内リーグへの助っ人選手の「輸入」による，野球技術
の伝播が技術向上の下地となった。

�２ 国内リーグからメジャーリーグへの移籍が比較的自由になった。このためメ
ジャーリーグ技術の吸収へのインセンティブ向上が，急速な国内リーグの技術
向上を促進した。

以上のようにプロスポーツの技術水準上昇メカニズムは，発展途上国の製造業発
展メカニズムとも類似していることがわかる（山村2006）。また，メジャーリーグに
おける外国出身選手の増加は，リーグ内におけるチーム戦力格差を縮小し，優勝争
いを競争的にしたという主張もある（Schmidt and Berri, 2005）。
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地域開発の視点からスポーツ産業発展を捉えなおし，産業再生のためには，日韓のプ

ロ野球がいかなる方向へ進むことが望ましいのかに触れて結びとする。

また，筆者は今後プロスポーツ産業を発展させるための要素として，近年地域開発

において注目を集める Social capitalの形成の重要性が高まるト考えている。そこで，

補論にて Social Capitalに関する簡単なサーベイを行った。

２．韓国プロ野球の概観

１９８２年に誕生した韓国プロ野球は６チームから構成され，圧倒的な強さを誇るヘ

テ・タイガース（２００１年よりキア・タイガースとなる）とサムソン・ライオンズの人

気に牽引されて発展してきた。サムソン・ライオンズは「サムソン・ヤンキース」と

例えられた。このことは，どうチームがアメリカにおけるヤンキース，日本において

は巨人のような位置づけであったことを示している。また球団数も１９８６年には７チー

ム，１９９１年には８球団までに増加し，今に至っている。なお，現在の球団構成は表１

に示したとおりである。

図１と図２をみると，ピークである１９９５年まで観客数が飛躍的に増加しているのが

わかる。この入場者数の伸びは，韓国の GDPの伸びと対応している。国民所得の伸

びは代表的な娯楽産業であるプロ野球への消費支出を増加させたと予測される。しか

しながら，１９９６年以降は大幅に観客数が減少してしまう。１９９７年にアジアを襲った通

貨危機が，娯楽への消費支出を手控えさせたのが要因の一つであると思われる。ただ

し，１９９５年から１９９６年にかけての入場者数の減少や，通貨危機以降の観客数の停滞は，

表１ 韓国プロ野球（KPBL）球団とその本拠地

球団名 参入年 本拠地

サムソン・ライオンズ １９８２ テグ
ロッテ・ジャイアンツ １９８２ プサン
キア・タイガース １９８２ クァンジュ
トゥサン・ベアーズ １９８２ ソウル（テジョンから１９８５年に移転）
LG・ツインズ １９８２ ソウル
ヒョンデ・ユニコーンズ １９８２ スウォン（インチョンから２０００年に移転）
ハンファ・イーグルス １９８６ テジョン
SK・ワイバンズ ２０００ インチョン

サンバンウル・レイダース １９９１ チョンジュ（１９９９年シーズン終了後解散）

（資料）室井（２００５）の p.124の図を参考にした。
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図１ 日本プロ野球（JPBL），韓国プロ野球（KPBL），メジャーリーグ（MLB）の
一試合平均入場者数推移

（出所）Lee, Y.H. (2004), p.284

図２ 韓国プロ野球総入場者数
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このようなマクロ経済レベルの要因では説明がつかない。マクロ経済レベル以外の要

因を考察するために，ミクロ経済的角度からの検討が求められる。

３．韓国プロスポーツ産業構造

そこで，プロスポーツ市場の環境やプロ野球の制度構造について検討してみよう。

１９８３年には，Kリーグ（韓国プロサッカーリーグ）が発足した。当初は５チームから

構成されていたが，１９９３年には６チームになり，１９９６年には７チーム，そして１９９７年

には１０チームとなり，その後もチーム数は拡大し続けている。プロ野球に比べても，

１９９０年代半ばからのチーム増加は際立っている。Kリーグのホームページによれば，

発足後数年は球団数も少なくプロスポーツ産業として未成熟であったが，この体制が

整い始めたのは，ワールドカップサッカーの誘致が本格的に議論されるようになった

１９９５年以降からだったという。

ワールドカップサッカー開催への機運の中から新チームが次々と誕生し，プロサッ

カー産業市場が急速に拡大したのである。このような量的拡大のほかに見逃せない点

がある。Kリーグはそれまで企業がスポンサーとして前面に出ており，企業スポーツ

の色彩が強かった。それがワールドカップ開催への動きが始められた Kリーグ発展

の過渡期に，地域コミュニティを中心とした地元密着型のチーム運営へと移り変わっ

ていったことである。例えば，チームのユニフォームには企業名にかわって本拠地の

地域名が大きく記されるようになった。

一連のKリーグの成熟化はプロスポーツ産業において主役であったプロ野球にとっ

て強力なライバルが出現したことを意味する。プロ野球を観戦していた客が，徐々に

Kリーグのような代替的スポーツ産業へ流れていったのであろう。それまで，独占力

を発揮していた韓国プロ野球産業であるが，プロスポーツ市場における競争圧力の高

まりの中，前後期２シーズン制への移行，シーズン中の１位から３位までのチームに

よって争われるプレーオフなど，さまざまな制度変更を行ってきた。しかしながら，

今のところいずれも成功せずに，客離れを食い止めるには至っていない。

日本において１９９３年に発足した Jリーグは，コミュニティに根ざした地元密着型の

チーム運営をしている点など Kリーグと類似点が多い。そして，日本も企業スポー

ツであるプロ野球から，地元密着であると同時に国際試合を楽しむことが出来るサッ

カーへと人気が移っていった。このように，１９９０年代中簿以降の，１０年間で日韓両国
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におけるスポーツ産業構造は大きく変化したといえよう。例えば，日本プロ野球産業

発展を牽引し「盟主」と呼ばれた，読売巨人の人気低下は著しいものがある（山村

2005b）。その一方で，表２からわかるように，各地方球団の地元視聴率は関東圏にお

ける巨人戦の視聴率を上回っており，地元地方球団の人気が高まっていることがわか

る9)。巨人戦の不人気のためにプロ野球全体が衰退しているように見えるが，これは

企業主導からコミュニティ主導のプロスポーツへの移行を示しているという解釈も出

来る10)。

9) 2005年9月7日の巨人対ヤクルトでは平均視聴率が，4.6％（関東地区，ビデオリサー
チ調べ）と調査を始めて以来，最低となった。また2005年8月に放送した巨人戦ナイ
ターの平均視聴率は7.2％で，ビデオリサーチが月別の集計を始めた平成元年以降で
最低だった。さらに，2005年のシーズン平均視聴率は史上最低の10.2％である。

2006年シーズンの初日については「プロ野球セ・リーグの巨人−横浜を中継した日
本テレビの平均視聴率は，午後7時以降で15.9％（関東地区）だったことが3日，ビデ
オリサーチの調べで分かった。開幕日の巨人戦ナイターとしては，集計のある1972
年以降，昨年の13.5％に次ぐ2番目の低さという。
他地区の平均視聴率は，関西地区が同時間帯で巨人戦が8.0％と低かった一方，ヤ

クルト－阪神が17・3％。名古屋地区は，巨人戦が午後6時以降で8.5％，地元の中日－
広島は午後6時55分以降で17.3％だった。広島地区は巨人戦が午後7時以降で9.5％」
である（共同通信 2006年4月3日）。WBCの日本の活躍と高視聴率は，潜在的な野球
ファンが存在していることを示しているが，レギュラーシーズンのゲームはこれら
のファンの関心を十分ひいていないようである。
観客動員数も実数発表になった影響もあって，2004年の374万人から2006年は292
万人になっている（スポーツニッポン2005）。

表２ ２００５年シーズン途中の日本プロ野球各球団ナイターの
地元視聴率

対戦球団 地区 視聴率

日本ハム 戦 札幌 １１．４％（１９試合）
楽天 戦 仙台 １６．０％（１１試合）
中日 戦 名古屋 １４．０％（５５試合）
阪神 戦 関西 １５．８％（５８試合）
広島 戦 広島 １２．５％（５５試合）
ソフトバンク 戦 北部九州 １４．８％（５３試合）
巨人 戦 関東 １０．４％（１１８試合）

（資料）ビデオリサーチ調べ，日本経済新聞（２００５）
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４．む す び

ここまで観察してきたように韓国プロ野球の状況は日本プロ野球と多くの共通点が

ある。急速な発展期において特定球団の人気により産業が発展した点，マクロ経済的

な停滞による娯楽産業消費の減少，サッカーのような代替的プロスポーツ産業の台頭

による観客減少などである。このような状況にあるプロ野球はどのような方向へ向か

10) プロ野球はかつて，「巨人が築き上げた『野球＋地上波』のビジネスモデル」によっ
て発展してきた。しかしながら，現在では「巨人戦中継がゴールデンアワーのいす
をバラエティーに明け渡したのは九月二日の広島戦。フジテレビは翌日午前1時35分
から録画で放送した。…まるで一部好事家向けの深夜番組化に『都落ち』感が漂っ
た」という状況に至った（日本経済新聞2005）。そして2006年度の各局の巨人戦放送
予定は「日本テレビ放送網が前年比で4試合減らし，フジテレビジョンとテレビ朝日
が放映権取得の試合数を削減した。具体的な放送計画は『視聴率次第』としている
局も多く，視聴率が低迷すれば，さらに生放送は減る可能性もある。…巨人戦の平
均視聴率は…ピークの27.1％（1983年）に比べ，大きく落ち込んでいる」（日本経済
新聞2006a）。各局の巨人戦生中継試合数は下表のとおり（日本経済新聞2006a）。
ちなみに，WBCにおける日本の活躍により，プロ野球人気の復活の可能性がある

が，2006年3月時点では，日本テレビなどではプロ野球中継主力の巨人戦について，
放送試合数の削減計画を変更する予定はない（日本経済新聞2006c）。

巨人戦生中継試合数

2006年（予定） 2005年

日本テレビ 69 73

TBS 未定 20（22）

フジテレビ 未定 19（22）

テレビ朝日 未定 17（19）

テレビ東京 5以上 4

NHK 6 6

（注）カッコ内の数字は放映権獲得試合数。

しかし一方で「視聴率問題には地上波テレビの曲がり角というとうせ事情も絡ん
で…，巨人戦の低迷イコールプロ野球の低迷，というわけではなく『地域ブランド
としての価値は増している』」（日本経済新聞2005）という声もある。その証拠にケー
ブルテレビの加入者数は「楽天やソフトバンク戦目当ての契約が宮城県や福岡県で
増えている」という。「巨人戦と地上波テレビが主でいられた『お茶の間』」は企業
主導型プロスポーツが繁栄した「昭和の時代」を象徴している。しかしながら，こ
のような古き良き画一的な時代は終焉を告げ，新たなビジネスモデルが試される時
代になった。例えば，地方球団とケーブルテレビによるコミュニティ主導型プロス
ポーツの時代に入ったといえるのではなかろうか。
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うべきなのであろう。

例えば日本においても韓国においても，代替産業として参入してきたプロサッカー

リーグのシステムにも見習う点があろう。Jリーグ，Kリーグともに世界各地の強豪

国との国際試合の開催し世界レベルの力と技のぶつかり合いを堪能できるようになっ

た。プロ野球は長年，国内チーム同士の対戦を行っているだけでも十分観客をひきつ

けることが出来た。

しかしながら現在では，集客力のある１流選手は国内リーグを去りメジャーリーグ

へ次々と挑戦していく。当然，国内リーグへの関心の低下の一方で，自国選手が国際

的な舞台で活躍する姿にファンは歓喜する11)。プロ野球人気は，自国選手の国際的な

活躍の度合いと反比例して低下していった12)。プロ野球人気の低下に歯止めをかける

ために，自国選手の海外流出を制限するようプロ野球制度変更をすべきという論者も

いる。古き良きプロ野球人気全盛の時代を懐かしんでいるのであろうが，彼らは現状

認識が出来ていない。閉鎖された環境の中でプロ野球が独占力を発揮できたのは，他

11) 日韓ワールドカップにおけるアジアやアフリカ勢の活躍は，FIFAが発表している
世界ランキングにおける国家間の戦績の均衡化にも現れている。Yamamura（2006d）
では，この要因として，世界中からヨーロッパのクラブチームに選手が集まり，こ
れらの選手が先端の技術，戦術などを母国のナショナルチームに移転すると主張し
ている。

12) 2006年3月に開催された，野球版のワールドカップであるWBCでは，優勝は日本，
準優勝はキューバとなった。一方当初優勝候補の最有力チームであったアメリカが2
次予選で敗れた。
「従来，メジャーへの選手供給源はドミニカ共和国など中南米の諸国だったが，
この10年でアジア勢も選手を送り込むようになった。米国以外の出身選手は3割に達
している」（日本経済新聞2006b）という。さらにメジャーリーグにおいて勝率の高
いチームほど，アメリカ以外の選手を新規に入団させる傾向にある（Goff et al., 2002）。
このことからも，優秀なメジャーリーガーによるドリームチームがアメリカ代表チー
ムとは必ずしも一致しない。メジャーリーグを支えているのは他国からの「輸入選
手」ともいえる。このように各国間の戦力が均等化した状況も，国別対抗のWBCが
開催された要因として見逃せない。Goff et al.（2002）は，メジャーリーグへの他国出
身選手の参入過程を分析している。また，Kawaura and LaCroix（2004）は類似の分析
を日本のプロ野球について行っている。
上記のようなメジャーリーグの状況は，丁度サッカーのイタリアリーグやスペイ
ンリーグなどの選手が，ブラジルを中心とした南米選手が数多く含まれている現象
と類似している。ちなみにWilson and Ying（2003）によれば，1997～2000年のヨー
ロッパの主要サッカーリーグ（England’s Premiership, France’s Le Championnat, Ger-
many’s Bundesliga, Italy’s Serie A, Spain’s Primera Division）の平均的な自国選手数は
16.7人，EU内出身の外国選手は3.85人，EU以外の外国選手は5.38人となっており，
約3割が外国出身選手から構成されていることがわかる。
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に代替的なプロスポーツ産業がなかったからである。Jリーグが存在する以上，観客

はそちらに流れるのである。

このような国際化の動きの一方で，また両国のプロサッカーリーグはコミュニティ

重視のリーグ運営を行っている。経済や政治のパフォーマンスを高めるために，コミュ

ニティにおける人間の信頼関係の基礎となる Social capitalが重要な役割を果たすとい

う研究が最近注目されている（補論 Social Capitalに関する簡単なサーベイを参照の

アメリカ以外にメジャーリーグのスーパースターをそろえたドミニカなども最後
まで勝ち残らなかった。キューバはオールアマチュア，日本チームの中でもメジャー
リーガーはイチローと大塚のみである。さらに，アメリカやメキシコなどに勝利し
た韓国が唯一敗北したのは日本である。チームの勝ち数と，チームにおけるメジャー
リーガーの占有率は反比例している。このことは，メジャーリーグの水準が必ずし
も日本プロ野球，韓国プロ野球，キューバなどよりも高いとは言い切れないことを
示唆している。
なお，WBCには数多くの運営上の問題が指摘されている。システム面では，組合

せ，試合日程，審判員の選出，先発投手に関する規制などにおいて，アメリカが有
利になる条件をそろえていた。とりわけアメリカの試合を裁く審判が中立国からで
はなく，アメリカから選出され，審判員の判定自体も明らかにアメリカに有利なも
のであったことは，大きな波紋をもたらした。審判の選定に問題がなかったとして
も，スペインサッカーリーグのデータを利用した実証研究によれば，大観衆から受
けるプレッシャーのためにホームチームに有利な判定をもたらすという（Garicano et
al., 2005）。この法則が野球にも当てはまるなら，アメリカでWBCが行われる限り，
審判が中立国出身だとしても，アメリカ有利な判定がなされる可能性がある。審判
の出身と試合をするチームが同一地域にならないように配慮されているが，審判の
供給源がそもそもヨーロッパに偏っているため，この問題が完全にクリアされてい
ない。なお，2002年に行われた日韓共催ワールドカップサッカーにおいても審判の
判定が主催国有利にされているという結果が示されている（Torgler, 2004）。Torgler
（2004）はヨーロッパのプロサッカーリーグのプレーヤーが多国籍になるのと同時
に，審判も日ヨーロッパ出身者を起用することにより，国際性を持たせつつ審判技
術を向上させる審判育成の方策を提起している。
スポーツ競技における公正性の観点から，上記の諸問題は改善されるべきだろう。

その前提としてWBCの運営はメジャーリーグ主導ではなく，サッカーの FIFAのよ
うな国際的中立組織が中心として行われることが重要である。野球がサッカーのよ
うに世界中で受け入れられるようになるためには，アメリカ一国主義的なWBCの運
営を改めることが求められるのである。
なお日本が優勝したWBCでの視聴率は，日曜日に行われた準決勝の韓国戦で平均

36.2％，瞬間最高50.3％，決勝のキューバ戦では休日の行楽日和だったが，平均43.4
％，最高瞬間で56%の視聴率を記録した（いずれも，関東地域を対象としたビデオリ
サーチ調べ）。ちなみに決勝戦における平均43.4％という視聴率はプロ野球歴代3位で
ある（日本経済新聞2006c）。このことは日本には現在でも潜在的に野球ファンが存在
していることを示している。これらの潜在的ファンを呼び戻す上で，国際試合の開
催も地域密着的な工夫と並行して進めていくことが望まれる（山村2005b）。
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こと）。プロ野球は企業スポーツとして発展してきたが，今このビジネスモデルが問

い直されている13)。２００４年に，パリーグから複数の企業が撤退する動きがあったこと

はこれを象徴している。

韓国の Kリーグは国際化への動きとともに，企業からコミュニティ重視のリーグ

運営へと転換して成功を収めた。また Kリーグや Jリーグというプロスポーツ産業

の発展は，コミュニティの発展と密接に結びついている。Kリーグや Jリーグの下部

組織である育成機関はコミュニティでサッカーを普及させる効果がある。子供たちは

スポーツを通して人間関係を深め，長期的にはコミュニティにおける Social capitalの

蓄積を促進させる。さらに Social capitalが蓄積されているコミュニティでは，地元チー

ムの応援に熱心となり，Kリーグや Jリーグの観客動員を促す。地域開発とスポーツ

産業は密接に関連しており，これを結び付ける概念は Social Capitalである14)。

13) 東北楽天イーグルスのオーナーである三木谷浩史氏の次のような発言をしている。
「仙台で球団を持って感じたのは，野球はマス放送には向いていないということで
す。つまり，仙台だったらイーグルス，北海道だったらファイターズというように，
野球というコンテンツが従来の巨人一極集中型から非常にリージョナル（地域的）
なものに変わってきたんだと思うんです。巨人戦の視聴率が落ちているのも，それ
ぞれの嗜好性が『巨人・大鵬・卵焼き』からシフトチェンジして，より多様な嗜好
性へかわっている…，確かに，テレビや新聞といったマス媒体を持つと同時にスポー
ツチームを持つということは，プロモーションの仕方を含めて魅力的ではあります
が，やっぱり『地域ありき』なんです」（週刊文春編集部2006）。ここから，三木谷
氏が経営者として，山村（2005b）が指摘するプロ野球産業の構造変化を敏感に感じ
取っているように思われる。

2005年のチャンピオンチームであるロッテは，地域密着型の球団経営で人気を上
昇させた。また，Jリーグの人気球団である浦和レッズの2005年のシーズン平均観客
数は3万9357人である（一位の新潟は4万114人）。これは，Jリーグ平均の1万8756人
の2倍以上の数値である。レッズの地理組は地域密着を重んじ，本拠地の埼玉県内に
総合スポーツ施設「レッズランド」を建設し，幼少のころからの選手やファンの育
成システムを構築している。巨人はロッテやレッズに学ぶために，2005年の12月に
ロッテ球団職員を巨人球団事務所に招いて勉強会を開催した。さらに，巨人球団関
係者は2006年1月に浦和レッズの事務所を訪れ，地域密着による集客の工夫や，野球
アカデミーなどに関して参考意見をきいたという（スポーツニッポン2005）。
ソフトバンクホークスは日本プロ野球有数の実力球団であるが，地元九州におい

て圧倒的な人気を誇る。その理由として，地元出身の中心選手が数多く存在してい
ることも，地元ファンの効用水準を高める要因となっているようだ（山村2005b）。
例えば，WBC代表として活躍した松中信彦選手，川崎宗則選手，杉内俊哉，馬原孝
浩選手，現在はメジャーリーグに所属する城島選手などが九州出身である。

14) プロスポーツ産業の経済分析をした最近の本としては Sandy et al.（2004）がある。
この本では，プロスポーツ産業と地域開発の密接な結びつきについて一章を割いて
いる。
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このところ経済学では，つぎのような「経路依存性」の考え方が注目されている

（Aoki, 2001）。一度形成されたシステムは例え望ましいものでないとしても，これを

劇的に変革させるには多大なコストを生む。したがって，既存のシステムは慣性の法

則に従いつつ徐々に進化していくことになるという。たしかに急速な改革は目に見え

ぬ膨大なコストを生むであろう，しかしながら Kリーグでとられたようなビジネス

転換の戦略はプロ野球改革を考える上で一つの方向を示しているように思われる。日

本のプロ野球も国際化とコミュニティが主体となるリーグ運営への転換を検討する時

期に入っているのではなかろうか。

（補論：Social Capitalに関する簡単なサーベイ）

１ Social Capitalの学際的性質

経済発展は周知のとおり，排他的所有権の確立や教育を通じて蓄積された人的資本

により進展する15)。Social capitalは司法や教育などの制度的基盤が整備されていない

場合に，これを補完し経済発展を進めるという主張がある（e.g., Hayami 2001；Guiso,

2004）。このような状況は発展途上国において当てはまる16)。そのため近年発展途上

国における経済発展を論じるうえで，Social capitalは大いに注目されている。しかし

ながら，Social Capitalという概念について共通する定義は今のところ存在しないよう

である。この概念は経済学よりもむしろ，政治学（Putnam, 1993；2000）や社会学

（Coleman, 1988；1990）において注目された17)。

15) アングロサクソン的な Common lawとラテン的な civil lawに基づく法制度がまった
く異なる経済的な帰結をもたらすという指摘がある（Glaeser et al., 2002）。近年，発
展途上国における経済発展が旧宗主国から移入された法制度の影響を強く受けてい
ることが指摘されている（Djannkov et al., 2003 ; La Porta et al., 2004）。

16) Munshi（2003）はアメリカのような先進国においても人的なネットワークのよう
な非市場的な人間関係が機能していることを発見した。

17) Social capitalと密接に関連する概念として，Social interactionがある。経済学の基
本構造は，制約条件の下で各経済主体がそれぞれの目的を最大化するための選択へ
の意思決定を分析する。現実的には，各経済主体を取り巻く他の経済主体の特質に
も大きく意思決定が左右される（Bikhchandani et al., 1992 ; Glaeser et al., 1996 ; Glae-
ser and Sacerdote, 2000）。これは大学生活における学生や若者の行動でも観察されよ
う（Evans et al., 1992 ; Sacerdote, 2001）。例えば，大学生の勉学への取り組み具合は，
周囲を取り囲む仲間に左右されるだろう。遊び仲間が多い場合は，友人との交友の
ために本人の学習時間を短縮させるだろう。逆に学習熱心な友人が仲間に多く存在
する場合，仲間内の話題は勉強中心となる。仲間から受ける学習への刺激の強さは，

－１１２－ 日本プロ野球改革と韓国プロスポーツ産業市場：
地域開発と日韓プロ野球産業再生への道



イタリアは南北格差が顕著に観察されることが一般に知られている。この北イタリ

アと南イタリアの政治経済的な発展の度合いや民主化の度合いの違いが，人々の間の

信頼関係によっているという分析がある（Putnam 1993；Ichino and Maggi, 2000）。そ

してこの信頼関係の基盤となるのが長期にわたって人々が交わることによって蓄積さ

れてきた Social capitalであると主張した。Social capitalが十分に蓄積され，信頼関係

の強い北イタリアに対して，Social capitalが欠如した南イタリアは相互不信の社会関

それに属する学生の学習量を増加させるだろう。あるいは，仲間の職業選択が学生
の意思決定に影響を及ぼすこともある（Marmaros and Sacerdote, 2002）。

Social interactionの効果は，仲間効果のほかに社会ネットワーク（Bertrand et al. 2000），
役割理論などを経済学の理論モデルの中に導入し，さまざまな現実的現象を説明す
る有力な概念として注目されている。例えば，現代人は周囲を取り巻く人と自らの
体型を比較する，このように周囲を意識することが肥満化を防止する効果があると
いう報告がある（Costa-font and Gil, 2004）。しかしながら Social Interaction効果を実
証分析へ適用し，厳密にその効果を計測することは技術的な難しさがあった。周囲
の人間の行動が自らの行動に影響を及ぼすという現象は，互いの行動の同時決定の
問題をはらんでいる。これを緩和するために，周囲の仲間の行動にラグをつけるこ
とがあるが，これも系列相関の問題をはらんでいる（Yamamura and Shin, 2005）。適
切な操作変数を探し出すのが基本的な解決方法であろうが，統計的な妥当性がどの
程度あるかにはさまざまな疑問がある。個人の意思決定が他者の行動に依存してい
るという基本的な発想は，ゲーム理論において厳密に検討されてきたが，これを実
証するためには，理想状態を人工的に作り実験を行うという方法が用いられてきた。
ゲーム理論に登場する変数がほとんど内生的であるために，ここから導かれる仮説
を現実のデータを用いて検証することは技術的に困難である。Social Interactionのメ
カニズムはゲーム理論的なアプローチと類似しており，同様の実証上の問題をはら
んでいるように思われる。

Social interaction効果の実証への適用をめぐって Journal of Applied Econometrics,
Vol.18（5）, 2003.では特集号を組んで，適切な実証方法を議論している。この特集号
では，教育産業（Epple et al., 2003 ; Hanushek et al., 2003），労働経済（Page and Solon,
2003 ; Ioannides and Zabel, 2003, Rees et al., 2003），地域経済（Ioannides and Zabel,
2003 ; Conley and Topa, 2003）など各領域における応用例が登場する。
また，Duflo and Saez（2003）では，大学における退職プランを立てるためのシス
テム（Tax Deferred Account ; TDA）への加入率が，このシステムの説明会に参加し
たか否かによって異なるかどうかを検証している。ここでは，説明会に参加する人
はもともと加入に積極的であるというサンプルセレクションの内生問題がある。そ
こで最初から説明会に参加する人と，そうではない人を比較することはせずに，次
のような方法をとった。彼らは，この説明会開催の通知をランダムに選んだ学部に
属するメンバーへ発送し，そこから参加者が出る確率をまず解析し，これを調整し
た後に加入率の決定因を検証している。ここから，説明会に参加したメンバーがい
る学部では，説明会に参加していなくても退職プランに参加する確率が高いことが
分かった。この結果は，説明会参加者からの情報伝播を媒介とした Social interaction
がおきたと解釈できよう。
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係が観察されるという。これに対して，A’Hearn（２０００）は１９世紀後半のイタリアの

銀行を取り上げ，北イタリアと南イタリアの銀行のパフォーマンスの違いは，Social

capitalのような外部環境の違いによっては説明されないことを示し，Putnamの描い

た図式が一般化されないと主張した。以上のような見解の対立を検証するために，

Guiso et al．（２００４）が貴重な示唆を与えているように思える。Guiso et al．（２００４）は，

外部環境ばかりではなく個人的な特性をも考慮しするために，イタリアにおける家計

の家計レベルのデータを利用している。彼らはこれを用いた実証分析に基づき，金融

発展の基礎として Social capitalの重要性を指摘した18)。formalな金融を各経済主体が

利用するためには，取引関係を結ぶ主体の間の信頼が重要となる。彼らは，この信頼

を保証する Social capitalが強固に形成されていることが，金融発展の前提になってい

るとした19)。さらに，各個人が地域間を移動した場合には，出生地における Social capi-

talの度合いが，移動した先においても個人の行動に強く影響するという。これは成

長期において過ごした環境からの学習効果が，その後も持続的に個人の行動選択に決

定的な影響を持つことを示唆している20)。Social capitalの効果を分析するためには，

過去に所属したコミュニティの影響を詳細に分析することが重要である。

シカゴ大学社会学部の Coleman（１９８８）は，コミュニティにおける人間関係が強い

地域において隣人の監視の眼があり，家庭への情報の流通などが学校への規則的な通

日本でも近年は，このような研究動向に対応して，事例研究が試みられている。
例えば，Yamamura and Shin（2005）は，日本のプロ野球の先導者である読売ジャイ
アンツの台頭とそこから発生する Social Interaction効果がプロ野球産業の長期的発展
に寄与したことを示している。Yamamura（2006b）では日本におけるコンピューター
の普及過程における Social Interactionの機能に着目しつつ network効果を分析してい
る。さらに，Yamamura（2006c）においては，周囲を取り巻く人々の喫煙率が高いほ
ど，そこに属する人の喫煙可能性が高まるという。これは Social interactionが禁煙に
正の影響を与えることを示している。

18) イタリアは南北で Social capitalの大きさが異なることが一般に知られている（e.g.,
Putnam 1994）。Guiso et al.（2004）では，これらの地域的な特徴をダミー変数でコン
トロールしても，Social capitalの効果は観察される。

19) Guiso et al.（2004）では，銀行などを利用する formalな金融活動に対して，家族や
親族など血縁者からの借り入れを informalな金融取引とし，これらの代替関係を指摘
している。彼らの結論に従えば，Social capitalは informalな金融から formalな金融へ
の転換を促す上で重要であるといえよう。Social capitalを血縁関係によって結ばれる
強固な人的なネットワークではなく，地域共同体的な基盤としてとらえている。彼
らは共同体の基盤形成する「血縁」と「地域」を明確に区別しているのである。

20) MacDonald and Weisbach（2004）は，理論的に学習した時期が早い場合，すでに身
についた知識や技術がその後の環境変化の影響を受けにくいことを示した。
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学を促す効果があると述べた。コミュニティ内での Social Capitalが大きいほど，なぜ

なら人々はその監視機能により規範からはなれた行動をとると咎めを受けるからであ

る（Coleman, 1990；Spagnnolo, 1999）。

社会心理学の領域では，Yamagishi（１９８８）が日本社会における相互監視機能によっ

て行動の信頼性が高まると主張した。ちなみに同一人物である山岸俊男は山岸（１９９８）

で日経図書文化賞を受賞している。このことは，Social capitalの経済活動に与える影

響を考えるには，社会心理学者のような隣接学問の研究成果を利用する重要性を示し

ている21)。

２ Social Capitalの経済学への適用

これらの隣接した学問領域の成果を経済学に応用しようとする動きが１９９０年台後半

以降強まった。たとえば，マクロデータを利用して，経済成長の源泉として Social

Capitalや信頼関係がいかなる役割を果たしたかを国際比較した研究が行われてきた

（Knack and Keefer, 1997；Knack and Sack, 2001）。Knack and Keefer（１９９７）からは，

所得水準が高く，さらにその不平等が小さい場合，高学歴で民族的に同質的な場合な

どにおいて，Social capitalは大きいことが示された。また Social capitalが大きいほど

経済成長が促進されるという結果が示された22)。さらに Knack and Sack（２００１）によ

れば，法的な強制力の質をコントロールした後も，信頼性指標が大きいほど経済成長

が進むことが報告された23)。

Social capitalは経済発展論や開発経済学などにおいても注目されている。ガーナの

製造業の事例では，Social capitalは情報の流通を促進することにより，生産のパフォー

マンスを上昇させるという結果が観察された（Barr, 2000）。マダガスカル，マラウィ，

ベナンの３カ国のサーベイデータを利用した研究によると，Social capitalを昇任の取

引ネットワークとして考えた場合，Social capitalによる商人パフォーマンスを上昇さ

21) 最近の研究では，主観的幸福度（Subjective well-being）を実証的に分析した結果，
経済的な要因以上に，Social capital（社会的な信頼関係）の影響が大きいことが示さ
れた（Helliwell 2006）。

22) Cooke and Wills（1999）は，技術革新を促すために政府と中小企業が協力して Social
capitalを蓄積するプログラムを実施した事例を紹介している。ここでは，デンマーク，
アイルランドなどにおいて，政府の資金援助を受けた中小企業がパフォーマンスを
向上させたことが報告されている。
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せる効果は運転資本の蓄積よりかなり小さいという（Fafchamps and Mintin, 2001）。

インドのニットの縫製産業集積地である Tirupurの事例研究では，企業の経営者が集

積地のコミュニティに属するか，それとも外部から参入してきた余所者かによって，

投資行動に違いが出ることを示した。これは，コミュニティにおける Social capitalの

大小が投資行動に影響することを意味する。

労働市場においては，顔の見える人的なネットワークが職業紹介機能を有するとい

う指摘がある（Calvo-Armengol and Jackson, 2004；Granovetter, 1974；Holzer, 1988；

Montgomery, 1991；Topa, 2001；Wahba and Zenou, 2005）。Munshi（２００３）によれば，

メキシコの農村からアメリカへの短期の出稼ぎ者が，アメリカにおいて出身地ごとに

簡易的なコミュニティを形成し，職を紹介するネットワークが存在するという24)。ま

たケニアの事例では，婚姻関係によって形成された血縁的ネットワークが労働市場を

円滑に機能させることに貢献しているという（Luke and Munshi 2006）。Hayami（２００１）

はコミュニティを長期的で濃密な人間関係によって形成されると定義している。しか

23) 近年の法と経済学の分野への関心の高まりに連動して，契約や紛争処理などに関
する法的強制力がいかにして経済発展をもたらすかについての研究も盛んになされ
ている（e.g., Dimitri, 2001 ; Djankov et al. 2003 ; Glaeser and Shleifer, 2002 ; La Porta
et al., 2004 ; Moriguchi, 2003）。とりわけ，Glaeser and Shleifer（2002）は法制度が com-
mon lawを起源とするイギリスの植民地だった国と，civil lawに発するフランスの植
民地となった国の間では，宗主国の影響を受け現行の法システムの違いがみられる
とした。その上で，各地域における自立的な紛争解決能力を持つ common lawの植民
地だった国は，中央集権的権限がつよい civil lawの国よりも効率的に紛争を解決で
きると考えた。このような法システムの違いは経済発展に大きく影響し，common law
的な法システムの影響が強い国ほど経済発展が促されることを，経済理論モデルに
より説明した。これは，フォーマルな法制度とコミュニティにおけるインフォーマ
ルな Social capitalの機能の関係を考察する上で，良い手がかりになるのかもしれない。

24) 大学の体育会系の学生の就職がよいのは OBとのコネクションが存在しているとい
う話を耳にすることがある。このような大学と企業との関係はある種の共同体的な
メカニズムが働いているように思われる。Rebick（2000）はミクロレベルのパネルデー
タを独自に構築し統計分析をすることにより，日本において企業と大学の間に，就
職ネットワークが存在していることを明らかにした。マスコミにおいて，日本では
出身高校と就職先の企業の間にもネットワークが存在していることを示唆する報告
がある（山内2006）。地方の名門高校生は首都圏の名門大学へと進学する傾向がある。
出身大学の立地地域と卒業生の出身地が一致しない場合が多いだろう。したがって，
大学と企業との関係においては，「地域共同体」に基づくネットワークが就職を促進
するような現象は顕著ではないだろう。これに対して，出身高校の立地は就職活動
をする者の「地元」を表している可能性が高い。そうであるなら出身高校と就職先
企業の関係は，大学と企業の関係よりも色濃く，地域共同体において培われた Social
capitalが就職活動において機能することを示しているのではなかろうか。
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し，Munshi（２００３）の研究では，このような強固な人間関係が存在していなくとも，

コミュニティは状況に応じて柔軟に形成され，機能する可能性があることが示唆され

ている。最近では社会的ネットワークの規模（Calvo-Armengol, 2004：Calvo-Armengol

and Zenou, 2005）や人口密度と社会的ネットワークの関係（Wahba and Zenou, 2005）

に着目し，社会的ネットワークの規模や人口密度と比例して，職業獲得の機会が増え

るという主張がある。ただし，Antoninis（２００６）のエジプトの大企業の雇用データに

よれば，仲介者が雇用主と共に働いた経験があり，紹介された求職者が求められてい

る技術を備えていることが確認された場合には初期賃金水準が高まる。これは，雇用

主と仲介者の間に情報の非対称性がなく信頼関係が成立しており，さらに仲介者の能

力と求職者の能力の間に正の相関がある場合に妥当性をもつ。しかしながら，友人や

血縁を通じて失業の救済目的のために非熟練職を得た労働者の賃金水準は低下すると

いう指摘もある。これは雇用主が，賃金水準を低下させるために社会的ネットワーク

を利用している可能性を示唆している。

Economic Journal, Vol.112, 2002.では Social Capitalに関する特集号を組み，それぞれ

異なる見解を持つ Glaeser et al.（２００２）, Durlauf（２００２）, Bowles and Gintis（２００２）の３

本の論文を掲載した。Glaeser et al．（２００２）では一般的なミクロの投資理論の枠組み

の中に Social Capitalを導入している25)。新たな概念として Social Capitalを捉えるの

ではなく，既存のミクロ経済理論の応用範囲の広さを強調するものとなっている。

一方，Bowles and Gintis（２００２）では，共同体の基盤には Social capitalがあると考

えている。そしてかれらはプリンシパル・エージェントや共同行為（Collective action）

の問題を，共同体（community）は政府や市場よりも低いコストの解決方法を提起す

るとした。この点では，政府の失敗，市場の失敗を補完するために共同体の役割を重

視した Hayami（２００１）に近い立場といえよう。いずれにせよ，ラジカル派と呼ばれ

る Bowles and Gintis（２００２）ではあるが，基本的には機会主義的な行動を緩和するよ

うなインセンティブ設計を主題にすえている点ではオーソドックスな状況設定をして

いる。Francois and Zabojnik（２００５）は，このような契約理論の主流的な設定をせず

に，金銭的には自身の利益にならない場合でも義務を遂行しようとする「信頼でき

る」経済主体と取引できるかどうかによって生産活動の成否が決まるとした。このよ

25) Charles and Kline（2006）は Glaese et alの枠組みを利用して，個人レベルでの Social
capitalの度合いをあらわす代理変数を利用している。この指標は，個人の相乗り自動
車の利用度数である。
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うな信頼関係は，長い時間を通じて形成された文化によって形成され，これは経済環

境の変化に即座に適応しない。したがって，利潤を上昇させるような生産システムの

変化が起こると，Social capitalを維持するための進化的インセンティブを低下させる

という。

Durlauf（２００２）では概念的な問題よりも技術的な問題を俎上に載せた。Durlaufは，

これまでなされてきた Social capitalの実証研究の結果が多くの問題をはらんでいると

した。そのために過大に Social capitalの効果が評価されているとし，より望ましい So-

cial capitalへの実証的アプローチとして，実験やサーベイデータを活用するべきとい

う主張を行った。

３ 経済発展論と Social Capital

実験やサーベイデータを活用するべきであるなら，集計レベルのセンサスデータよ

りもサーベイデータを利用する開発経済学などの分野の研究において，より正確にそ

の効果を計測できるはずである。日本の縫製業産地において聞き取り調査などにより

独自にデータを収集し，統計分析をすることにより Social capitalと経営者の学習効果

の関係を検証したものとしては，山村（２００５）がある。Fafchamps and Minten（１９９９；

２００２）のオリジナル・サーベイデータに基づいた，マダガスカルの商人についての研

究では，商人間，潜在的な資金の貸し手，家族とのネットワークの強さを Social capi-

talと考えている。例えば，商人間のネットワークでは価格や市場の状況に関する情

報が流通し，恒常的な交換が行われるためリスクを緩和する効果がある。これらのネッ

トワークが良好に結ばれているほど，商活動の生産性が高まり，商業活動が拡大して

いくことが示された。フィリピンの田舎においては，このようなネットワーク機能は

同時に，ネットワーク成員間の相互保険機能を果たすという（Fafchamps and Lund,

2003）。

最近では，Social Capitalの機能と深い関連がある信頼の機能について Journal of

Economic Behavior and Organization, Vol.55, 2004.で特集が組まれ，７本の論文が掲載

されている。この中で，社会的，文化的要因の信頼関係に及ぼす影響に関して研究し

たものとして，米中比較の Buchan and Croson（２００４），ロシアの地方部と都市部を扱っ

た Gachter, Herrmann and Thone（２００４），ヴェトナムとタイのスラムを対象とした Car-

penter, Daniere andTakahashi（２００４）がある。とくに後の２本では実験とサーベイデー
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タの結果を比較し，そこにある相違点を検討している26)。

Social capitalをゲーム理論の枠組みの中で分析したものとしては，Annen（２００３）

がある。Social capitalは低い enforcement costと複雑な交換関係においても取引から

高い収益を同時にもたらすという結論を導いた。またこの概念的な基礎付けは Annen

（２００１）において行われており，取引ネットワークが連続的な不確実な外部ショック

に直面するならば，親族や血族などの間に構築される exclusiveな Social capitalでは

なく，開かれた inclusiveな Social capitalが長期的に経済発展をもたらすとした。Fuku-

yama（１９９５）も，Social capitalが小さい地域では，取引関係は親族や友達などの狭い

人間関係の中でしか行われないとした。このような Social capitalは，exclusiveな Social

capitalとして捉えられよう。

ここまで述べてきたような inclusiveな Social capitalの機能について，産業集積地

における経験的な事実を提示した研究としてはパキスタンの医療機器産地の Nadvi

（１９９９），メキシコの履物産地を Rabelloti（１９９７）がある。他の企業が同じ地域に立

地することにより社会経済的スピルオーバー効果があり，これによって生産費が低下

するなら，企業の立地選択にも Social capitalが影響を与えるであろう（Soubeyran and

Weber, 2002）。このときに，企業と地域の両方が十分に異質性を持っていなければ，

集積地が形成される。

４ Social Capitalの適用可能性

アメリカのような先進国においても，Social capitalの重要性が認識されており，そ

の社会経済的な影響力に関する研究が進んでいる。Putnam（２０００）では，テレビの

普及が教会やコミュニティ活動への参加を阻害する要因となっていることが述べられ

ている。このような孤独なアメリカ社会の現状を“Bowling Alone（１人でボウリン

グをする）”と表現しているのである。アメリカにおける，社会活動への参加の度合

いを検証した研究としては Alesina and La Frrara（２０００）がある。ここでは，地域が

人種や民族で分岐し，所得などにおいて不平等度が高い場合，社会活動への参加が低

26) 人間の信頼関係が実際に人間行動にいかに影響を及ぼすかを実験経済的な方法で
検証する研究がある（Glaeser et al., 2000）。さらに，最近では実験経済的手法により
文化や経済発展段階が大きく異なる国における信頼関係を比較するものがある（e.g.,
Holm and Danielson 2004）。
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下するという。これと整合的な実証研究では，アメリカにおいて，地域が人種的，世

代的，社会経済階層などにおいて異質性が高い場合，センサスへの回答率が低下する

という報告がある（Vigdor, 2004）27)。また，他者への信頼の度合いは人種的に同質的，

所得の不平等度が小さい地域に所属している人ほど，高まるという結果が報告されて

いる（Alesina and La Ferra, 2002）。

La Ferra（２００２）はアメリカにおいて観察された，社会組織がそこに所属する個人

の社会参加行動に及ぼす傾向は，発展途上国においても当てはまることが示唆されて

いる。この分析によれば，タンザニアにおいても資産の不平等度の高い地域ほど，社

会活動参加の度合いが低くなるという。

これに対して，Costa and Kahn（２００３）では，１９５２年からアメリカにおける Social

capitalの変容を評価した。その結果，一般的に考えられているほどコミュニティなど

における Social capitalの減少は顕著ではないとされる。Halloweenの活動に参加する

か否かの決定因として Social capitalが正の効果をもつという報告は，アメリカにおい

ても Social capitalが機能していることを示している（Mixon, F.G., J.S. Louftus and W.

S. Keenel, 2004）。

個人を取り巻く人間関係が犯罪行動に影響を与えるという研究も進められている

（Posner and Rasmusen, 1999；Funk and Kugler, 2003；Funk, 2005）。例えば，Social

capitalによって強固になる社会的な規範が弱い地域ほど informalな暴走運転の抑止効

果が弱く，交通事故による死傷者が高まるという発見がある（Yamamura, 2006a）28)。

本節の最初ですでに述べたように Social capitalは，いまだ研究者の間で一致した見

解や定義はなく，発展途上の概念である。しかしながら，ここまで見てきたように，

１０年前ほどから現在研究のフロンティアに位置すると目される経済学者の間でホット

な議論を呼んでいる。Social capitalに関するサーベイとしては，２００５年の現時点では

若干古くなってしまったが，Sobel（２００２）がある。また邦語で読める一般向けの基

本文献としては宮川・大守（２００４）がある。

27) Charles and Kline（2006）は人種の多様性が社会全体として社会参加を阻害する要
因となりえることを指摘しつつ，その度合いは個人が所属する人種的グループの特
性によって異なることに注意を喚起している。

28) 周囲を取り巻く人々の行動が本人の行動を規定するとすれば，その効果は正の効
果ばかりではなく，負の効果も持つだろう。罪を犯したことによる不名誉が犯罪予
防効果を持つか否かについての理論的な研究もなされている（Ramusen, 1996 ; Funk,
2004）。このような研究は，政府による犯罪者の個人情報へのアクセスの自由度が，
どの程度犯罪抑止効果を持つかという，現実的政策の理論的な裏づけとなる。
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教科書的な経済学の考え方では，個人は自己の効用最大化を目的に意思決定を行う。

このような個人も社会的な存在であるとするならば，社会とのかかわりの中で効用最

大化がいかにして達成されるかを考察することが重要であろう。Social capitalやこれ

と関係深い Social Interaction, Social Network, Social Normは社会と合理的個人のかか

わりを分析する有力な概念といえよう。社会におけるプロスポーツ産業がいかに今後

発展していくかを考える上でもこれは Social capitalの機能は有効であろう。プロス

ポーツ産業の経済分析をした最近の本としては Sandy et al．（２００４）がある。この本

では，プロスポーツ産業と地域開発の密接な結びつきについて一章を割いている。So-

cial capitalは地域開発を進める上で大きな役割を果たすように思われる。Social capital

がスポーツ産業を振興するための原動力になる可能性を探るためにも，Social capital

の新たな地平を切り拓きその可能性を追求することが望まれる。
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